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平成 18 年３月期    個別中間財務諸表の概要       平成 17 年 11 月 21 日 

上 場 会 社 名        川田工業株式会社                       上 場 取 引 所 東・大 
コ ー ド 番 号         ５９３１                                    本社所在都道府県 富山県 
（ＵＲＬ  http://www.kawada.co.jp ） 
代  表  者 役職名 取 締 役 社 長 氏名 川田 忠裕 
問合せ先責任者 役職名 常務取締役経理部長 氏名 渡邉 敏    ＴＥＬ (03)3915－4321(代表) 
決算取締役会開催日 平成 17 年 11 月 21 日            中間配当制度の有無            無 

単元株制度採用の有無            有(１単元 1,000 株) 
 
１． 17 年９月中間期の業績(平成 17 年４月１日～平成 17 年９月 30 日) 
(1) 経営成績 
 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 

17 年９月中間期 
16 年９月中間期 

30,532     △7.6 
33,044   △8.0 

76    ― 
△557    ― 

△120    ― 
△795    ― 

17 年３月期 73,324    1.9 616  △73.8 119  △91.0 
 
 

中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

 百万円    ％ 円   銭 

17 年９月中間期 
16 年９月中間期 

△33    ― 
△4,733    ― 

△0.63   
△89.98   

17 年３月期 △4,356    ― △82.83   

 
 
 

 (注)①期中平均株式数 17 年９月中間期 52,574,678 株 16 年９月中間期 52,600,918 株 17 年３月期 52,592,537 株 
    ②会計処理の方法の変更  無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)配当状況 
 １株当たり 

中間配当金 
１株当たり 
年間配当金 

 

 円   銭 円   銭 

17 年９月中間期 
16 年９月中間期 

―――――         
   ――――― 

――――― 
――――― 

 

17 年３月期 ――――― 5.00       
 
(3)財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円   銭 

17 年９月中間期 
16 年９月中間期 

86,280   
85,291   

20,664   
19,818   

24.0   
23.2   

393.09  
376.82  

17 年３月期 81,886   20,642   25.2   392.60  
 (注)①期末発行済株式数 17年９月中間期 52,569,243株  16年９月中間期52,593,781株  17年３月期 52,578,852株 
   ②期末自己株式数  17 年９月中間期     86,411 株  16 年９月中間期    61,873 株  17 年３月期     76,802 株 
 
２．18 年３月期の業績予想(平成 17 年４月１日～平成 18 年３月 31 日) 

１株当たり年間配当金  売 上 高     経常利益 当期純利益 
期 末  

 百万円 百万円 百万円 円  銭 円  銭 

通   期 74,000    200    70    5.00  5.00  

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)   1 円 33 銭 

※ 上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実
際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる可能性があります。 
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６ 中間財務諸表等 
中間財務諸表 

① 中間貸借対照表 

  前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 

構成比 
(％) 金額(百万円) 

構成比 
(％) 金額(百万円) 

構成比 
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１現金預金  4,010   5,050   3,103   

２受取手形  10,913   8,805   12,528   

３完成工事未収入金    13,534   13,010   15,721   

４販売用不動産  571   545   545   

５未成工事支出金  19,168   21,773   14,919   

６繰延税金資産  1,043   1,203   866   

７その他 ※５ 1,950   1,459   1,084   

流動資産合計   51,192 60.0  51,846 60.1  48,768 59.6 

Ⅱ 固定資産           

１有形固定資産 ※１          

（１）建物 ※２ 4,151   3,791   3,861   

（２）機械装置 ※２ 1,223   1,272   1,338   

（３）土地 ※２ 15,037   14,422   14,279   

（４）その他 ※２ 864  904  700  

計  21,276 
 
 20,390 

 
 20,180 

 
 

２無形固定資産  156   100   141   

３投資その他の資産           

（１）投資有価証券  3,072   4,411   3,853   

（２）関係会社株式  2,538   2,634   2,636   

（３）繰延税金資産  4,398   2,898   3,436   

（４）再評価に係る 
      繰延税金資産  55   ―   ―   

（５）その他 ※１ 3,844   4,638   3,959   

貸倒引当金  △1,245  △639  △1,091  

計  12,664 
 
 13,943 

 
 12,795 

 
 

固定資産合計  34,098 40.0 34,434 39.9 33,117 40.4 

資産合計  
 
85,291 100 

 
86,280 100 

 
81,886 100 
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  前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 

構成比 
(％) 金額(百万円) 

構成比 
(％) 金額(百万円) 

構成比 
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１支払手形  7,730   7,459   6,852   

２工事未払金  10,626   11,119   10,647   

３短期借入金 ※２ 15,514   11,650   6,200   

４一年以内に返済予定
の長期借入金 ※２ ―   5,974   8,769   

５一年以内に償還予定
の社債  360   360   360   

６未払法人税等  50   59   104   

７未成工事受入金  12,001   9,652   7,426   

８賞与引当金  764   420   529   

９完成工事補償引当金  39   76   60   

10工事損失引当金  ―   895   ―   

11その他  1,100  612  696  

流動負債合計   

 
 

48,187 56.5  

 
 

48,280 55.9  

 
 

41,646 50.9 

Ⅱ 固定負債           

１社債  2,900   2,540   2,720   

２長期借入金 ※２ 12,280   12,259   14,321   

３再評価に係る繰延税
金負債  ―   499   499   

４退職給付引当金  1,805   1,696   1,739   

５役員退職慰労引当金  299   339   317   

固定負債合計  17,285 20.3 17,334 20.1 19,597 23.9 

負債合計  65,472 76.8 65,615 76.0 61,244 74.8 
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  前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 

構成比 
(％) 金額(百万円) 

構成比 
(％) 金額(百万円) 

構成比 
(％) 

(資本の部)           

Ⅰ 資本金   9,601 11.3  9,601 11.1  9,601 11.7 

Ⅱ 資本剰余金           

   １資本準備金  9,504   2,400   2,400   

   ２その他資本剰余金  0   6,702   7,103   

    資本剰余金合計   9,504 11.1  9,102 10.6  9,504 11.6 

Ⅲ 利益剰余金           

  １利益準備金  2,400   ―   ―   

  ２任意積立金  1,563   ―   1,563   

  ３中間(当期)未処理 
損失  3,660   33   1,702   

    利益剰余金合計   303 0.3  △33 △0.0  △138 △0.2 

Ⅳ  土地再評価差額金   △81 △0.1  737 0.8  737 0.9 

Ⅴ その他有価証券評価 
差額金   505 0.6  1,278 1.5  957 1.2 

Ⅵ 自己株式  △14 △0.0 △21 △0.0 △18 △0.0 

資本合計  19,818 23.2 20,664 24.0 20,642 25.2 

負債資本合計  

 

85,291 100 

 

86,280 100 

 

81,886 100 
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② 中間損益計算書 

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 

百分比 
(％) 金額(百万円) 

百分比 
(％) 金額(百万円) 

百分比 
(％) 

Ⅰ 完成工事高   33,044 100  30,532 100  73,324 100 

Ⅱ 完成工事原価  30,869 93.4 28,045 91.8 67,452 92.0 

完成工事総利益  
 
2,175 6.6 

 
2,487 8.2 

 
5,871 8.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理費  2,732 8.3 2,410 7.9 5,254 7.2 

営業利益  
 
― ― 

 
76 0.3 

 
616 0.8 

営業損失   557 △1.7  ― ―  ― ― 

Ⅳ 営業外収益           

１受取利息  29   25   58   

２その他  386 415 1.3 309 334 1.1 583 641 0.9 

Ⅴ 営業外費用           

１支払利息  293   281   591   

２社債利息  13   12   25   

３その他  346 653 2.0 237 531 1.8 520 1,138 1.5 

経常利益   ― ―  ― ―  119 0.2 

経常損失   795 △2.4  120 △0.4  ― ― 

Ⅵ 特別利益 ※１  64 0.2  515 1.7  1,263 1.7 

Ⅶ 特別損失 ※２  4,950 15.0  423 1.4  5,281 7.2 

税引前中間(当期) 
純損失   5,681 △17.2  29 △0.1  3,898 △5.3 

法人税、住民税及び 
事業税  19   19   38   

法人税等調整額  △968 △948 △2.9 △15 3 0.0 419 457 0.6 

中間(当期)純損失   4,733 △14.3  33 △0.1  4,356 △5.9 

前期繰越利益   344   ―   344  

土地再評価差額金 
取崩額  727  ―  △91  

利益準備金取崩額  
 
―  

 
―  

 
2,400  

中間(当期)未処理 
損失   3,660   33   1,702  
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 
前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及
び評価方法 

有価証券 
 

有価証券 有価証券 

 ①子会社株式及び関連会社
株式 
移動平均法による原価
法 

①子会社株式及び関連会社
株式 
同左 

①子会社株式及び関連会社
株式 
同左 

 ②その他有価証券 
  時価のあるもの 
中間決算日前１ヵ月
の市場価格等の平均
に基づく時価法(評
価差額は全部資本直
入法により処理し、
売却原価は移動平均
法により算定) 

②その他有価証券 
  時価のあるもの 
同左 

 

②その他有価証券 
  時価のあるもの 
決算日前１ヵ月の市
場価格等の平均に基
づく時価法(評価差
額は全部資本直入法
により処理し、売却
原価は移動平均法に
より算定) 

   時価のないもの 
移動平均法による原
価法 

  時価のないもの 
同左 

  時価のないもの 
同左 

 デリバティブ 
 時価法 

デリバティブ 
同左 

デリバティブ 
同左 

 運用目的の金銭の信託 
 時価法 

運用目的の金銭の信託 
同左 

運用目的の金銭の信託 
同左 

 たな卸資産 
①販売用不動産・製品・半
製品及び未成工事支出金 
個別法による原価法 

たな卸資産 
①販売用不動産・製品・半
製品及び未成工事支出金 
同左 

たな卸資産 
①販売用不動産・製品・半
製品及び未成工事支出金 
同左 

 ②材料・貯蔵品 
移動平均法による原価
法 

②材料・貯蔵品 
同左 

②材料・貯蔵品 
同左 

２ 固定資産の減価償
却の方法 

有形固定資産 
定率法(ただし、平成10
年４月１日以降に取得した
建物(附属設備を除く)につ
いては定額法)を採用して
います。 
なお、耐用年数及び残存
価額については、法人税法
に規定する方法と同一の基
準によっています。 
────── 

有形固定資産 
 同左 
 
 
 
 
 
 
 
 
 また、減損処理した資産
については耐用年数を経済
的残存使用年数に、残存価
額を耐用年数到来時点の正
味売却価額としています。 
────── 

有形固定資産 
 同左 
 
 
 
 
 
 
 
 
同左 
 
 
 
 
（耐用年数の変更） 
固定資産の減損に係る会計
基準を適用し、減損処理し
た資産については耐用年数
を経済的残存年数としてい
ます。この結果、減価償却
費が85百万円減少し、営業
利益が75百万円増加ならび
に経常利益は76百万円増加
し、また、税引前当期純損
失が76百万円減少していま
す。 

 無形固定資産 
定額法を採用していま
す。なお、自社利用のソフ
トウェアについては、社内
における利用可能期間(５
年)に基づいています。 
 

無形固定資産 
 同左 

無形固定資産 
 同左 
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前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 貸倒引当金 
売上債権、貸付金等の貸
倒による損失に備えるた
め、一般債権については貸
倒実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上
しています。 
 

貸倒引当金 
 同左 

貸倒引当金 
 同左 
 

 賞与引当金 
従業員の賞与支給に備え
るため、支給見込額に基づ
き計上しています。 
 

賞与引当金 
 同左 

賞与引当金 
 同左 

 完成工事補償引当金 
完成工事に係るかし担保
の費用に備えるため、当中
間会計期間末に至る１年間
の完成工事高に対する将来
の見積補償額に基づいて計
上しています。 
 

完成工事補償引当金 
 同左 

完成工事補償引当金 
完成工事に係るかし担保
の費用に備えるため、当事
業年度の完成工事高に対す
る将来の見積補償額に基づ
いて計上しています。 

 ────── 工事損失引当金 
受注工事に係る将来の損
失に備えるため、当中間会
計期間末の手持工事のうち
損失が発生すると見込ま
れ、かつ、その金額を合理
的に見積もることができる
工事について、損失見積額
を計上しています。 
 

────── 

 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備え
るため、当事業年度末にお
ける退職給付債務及び年金
資産の見込額に基づき、当
中間会計期間末において発
生していると認められる額
を計上しています。 
過去勤務債務は、その発
生時の従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数
（10年）による定額法によ
り費用処理しています。 
数理計算上の差異は、各
事業年度の発生時における
従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（10年）
による定額法により按分し
た額をそれぞれ発生の翌事
業年度から費用処理するこ
ととしています。 
 

退職給付引当金 
 同左 
 
 
 
 
 
 
 同左 
 
 
 
 
 同左 

退職給付引当金 
従業員の退職給付に備え
るため、当事業年度末にお
ける退職給付債務及び年金
資産の見込額に基づき計上
しています。 
 
 
同左 
 
 
 
 
同左 

 役員退職慰労引当金 
役員及び執行役員の退職
慰労金の支給に備えるた
め、内規に基づく中間期末
要支給額を計上していま
す。 

役員退職慰労引当金 
 同左 
 
 
 

 

役員退職慰労引当金 
役員及び執行役員の退職
慰労金の支給に備えるた
め、内規に基づく期末要支
給額を計上しています。 
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前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

４ リース取引の処理
方法 

 リース物件の所有権が借
主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・
リース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によって
います。 

  同左   同左 

５ ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 
 金利スワップについて
は、特例処理の要件を満た
していますので、特例処理
を採用しています。 

①ヘッジ会計の方法 
  同左 
 

①ヘッジ会計の方法 
  同左 
 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 
(ヘッジ手段) 
 金利スワップ 
(ヘッジ対象) 
 借入金の利息 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 
(ヘッジ手段) 
同左 
(ヘッジ対象) 
同左 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 
(ヘッジ手段) 
同左 
(ヘッジ対象) 
同左 

 ③ヘッジ方針 
 借入金の金利変動リスク
を回避する目的で金利スワ
ップ取引を行い、ヘッジ対
象の識別は個別契約毎に行
っています。 

③ヘッジ方針 
同左 
 

③ヘッジ方針 
同左 
 

 ④ヘッジの有効性評価の方
法 
 リスク管理方針に従っ
て、以下の条件を満たす金
利スワップを締結していま
す。 
Ⅰ 金利スワップの想定
元本と長期借入金の元
本金額が一致してい
る。 
Ⅱ 金利スワップと長期
借入金の契約期間及び
満期が一致している。 
Ⅲ 長期借入金の変動金
利のインデックスと金
利スワップで受払いさ
れる変動金利のインデ
ックスが一致してい
る。 
Ⅳ 長期借入金と金利ス
ワップの金利改定条件
が一致している。 
Ⅴ 金利スワップの受払
条件がスワップ期間を
通して一定である。 
従って、金利スワップの
特例処理の要件を満たして
いるので決算日における有
効性の評価を省略していま
す。 

④ヘッジの有効性評価の方
法 
  同左 
 

④ヘッジの有効性評価の方
法 
  同左 
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前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

６ その他中間財務諸
表(財務諸表)作成
のための基本とな
る重要な事項 

①長期請負工事の収益計上
処理 
 工期１年以上かつ請負金
額が５億円以上で出来高が
50％以上に達した工事につ
いて工事進行基準を採用し
ています。 

①完成工事高の計上基準 
 完成工事高の計上は、長
期大型工事（工期１年以上
かつ請負金額が５億円以上
で出来高が50％以上に達し
た工事）については工事進
行基準を、その他の工事に
ついては工事完成基準を適
用しています。 

①完成工事高の計上基準 
 同左 

  工事進行基準完成工事高 
14,468百万円 

 工事進行基準完成工事高 
10,619百万円 

 工事進行基準完成工事高 
18,251百万円 

 ②消費税等の会計処理 
 消費税及び地方消費税に
相当する額の会計処理は、
税抜方式によっています。 

②消費税等の会計処理 
  同左 

②消費税等の会計処理 
  同左 
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会計処理の変更 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 
 固定資産の減損に係る会計基準
（「固定資産の減損に係る会計基準
の設定に関する意見書」（企業会計
審議会 平成14年８月９日））及び「固
定資産の減損に係る会計基準の適用
指針」（企業会計基準適用指針第６
号 平成15年10月31日）が平成16年３
月31日に終了する事業年度に係る財
務諸表から適用できることになった
ことに伴い、当中間会計期間から同
会計基準及び同適用指針を適用して
います。これにより税引前中間純損
失は3,376百万円増加しています。 
  なお、減損損失累計額については、
改正後の中間財務諸表等規則に基づ
き各資産の金額から直接控除してい
ます。  

────── 
  
 
 
 
 

（固定資産の減損に係る会計基準） 
固定資産の減損に係る会計基準
（「固定資産の減損に係る会計基準
の設定に関する意見書」（企業会計
審議会 平成14年８月９日））及び
「固定資産の減損に係る会計基準の
適用指針」（企業会計基準適用指針
第６号 平成15年10月31日）が平成
16年３月31日に終了する事業年度に
係る財務諸表から適用できることに
なったことに伴い、当事業年度から
同会計基準及び同適用指針を適用し
ています。これにより税引前当期純
損失は3,376百万円増加しています。 
 なお、減損損失累計額については、
改正後の財務諸表等規則に基づき各
資産の金額から直接控除していま
す。 

 
表示方法の変更 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日) 

──────  

 

（中間貸借対照表関係） 

「一年以内に返済予定の長期借入金」は負債及び資本

の合計額の100分の5を超えたため、区分掲記しました。

なお、前中間会計期間末は流動負債の「短期借入金」に

8,414百万円含まれています。 

 
 
追加情報 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(法人事業税の外形標準課税制度) 
 「地方税法等の一部を改正する法
律」（平成15年法律第９号）が平成
15年３月31日に公布され、平成16
年４月１日以後に開始する事業年
度より外形標準課税制度が導入さ
れたことに伴い、当中間会計期間か
ら「法人事業税における外形標準課
税部分の損益計算書上の表示につ
いての実務上の取扱い」（平成16年
２月13日 企業会計基準委員会 実
務対応報告第12号）に従い法人事業
税の付加価値割及び資本割につい
ては、販売費及び一般管理費に計上
しています。 
この結果、販売費及び一般管理
費、営業損失、経常損失及び税引前
中間純損失が、27百万円増加してい
ます。 

────── 
 
 
 

(法人事業税の外形標準課税制度) 
当事業年度から外形標準課税制度
が導入されたことに伴い、法人税の
うち付加価値割及び資本割について
は、販売費及び一般管理販売費に計
上しています。 
 この結果、販売費及び一般管理費
が64百万円増加し、営業利益及び経
常利益がそれぞれ64百万円減少、税
引前当期純損失が64百万円増加して
います。 
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注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

23,069百万円 

   投資不動産の減価償却累計額 

146百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

23,403百万円 

   投資不動産の減価償却累計額 

146百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

23,296百万円 

   投資不動産の減価償却累計額 

146百万円 

※２ 担保資産 

   下記の資産は借入金の担保に

供しています。 

   工場財団担保組成資産 

建物 2,130百万円 

構築物 102百万円 
機械装置 
・工具 307百万円 

土地 11,076百万円 

計 13,616百万円 

   借入金 

短期借入金 5,583百万円 

長期借入金 7,516百万円 

計 13,099百万円 
 

※２ 担保資産 

   下記の資産は借入金の担保に

供しています。 

   工場財団担保組成資産 

建物 2,066百万円 

構築物 97百万円 
機械装置 
・工具 269百万円 

土地 11,076百万円 

計 13,510百万円 

   借入金 

短期借入金 3,609百万円
１年以内に
返済予定の
長期借入金 

3,116百万円

長期借入金 6,975百万円

計 13,700百万円
 

※２ 担保資産 

   下記の資産は借入金の担保に

供しています。 

   工場財団担保組成資産 

建物 2,112百万円

構築物 100百万円
機械装置 
・工具 285百万円

土地 11,076百万円

計 13,575百万円

   借入金 

短期借入金 475百万円
１年以内に
返済予定の
長期借入金 

4,638百万円

長期借入金 8,481百万円

計 13,594百万円
 

 ３ 保証債務 

   下記の会社等の銀行借入金に

ついて、保証を行っています。 

 ３ 保証債務 

   下記の会社等の銀行借入金に

ついて、保証を行っています。 

 ３ 保証債務 

   下記の会社等の銀行借入金に

ついて、保証を行っています。 

保証先 保証額 
(百万円) 

東邦航空㈱ 2,050 

富士前鋼業㈱ 600 

富士前商事㈱ 600 

㈱橋梁メンテナンス 590 
川田テクノシステム㈱ 160 

その他２社 32 

計 4,032 

 
 

保証先 保証額 
(百万円) 

東邦航空㈱ 1,870 

富士前鋼業㈱ 450 

富士前商事㈱ 600 

㈱橋梁メンテナンス 280 
川田テクノシステム㈱ 250 

その他２社 32 

計 3,482 

 
 

保証先 保証額 
(百万円) 

東邦航空㈱ 1,863 

富士前鋼業㈱ 575 

富士前商事㈱ 600 

㈱橋梁メンテナンス 620 
川田テクノシステム㈱ 250 

その他２社 32 

計 3,940 

 
 

     ────── ４ 当社においては、運転資金の
効率的な調達を行うため取引銀
行12行と当座貸越契約を締結し
ています。 
   当中間会計期間末における当
座貸越契約に係る借入未実行残
高等は次のとおりであります。 
 
当座貸越極度額 15,850百万円 

借入実行残高 9,650百万円 

差引額 6,200百万円 
 
 

 ４ 当社においては、運転資金の
効率的な調達を行うため取引銀
行12行と当座貸越契約を締結し
ています。 
   当事業年度末における当座貸
越契約に係る借入未実行残高等
は次のとおりであります。 
 
当座貸越極度額 15,650百万円 

借入実行残高 5,000百万円 

差引額 10,650百万円 
 
 

※５  仮払消費税等及び預り消費税

等は相殺のうえ、流動資産の

「その他」に含めて表示してい

ます。 

※５ 同左     ────── 
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(中間損益計算書関係) 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 特別利益のうち主要なものは

次のとおりです。 

投資有価証券 
売却益 63百万円 

 

※１ 特別利益のうち主要なものは

次のとおりです。 

貸倒引当金 
戻入額 482百万円 

ゴルフ会員権  
売却益 

23百万円 
 

※１ 特別利益のうち主要なものは

次のとおりです。 

固定資産 
売却益 1,072百万円 

関係会社株式 
売却益 

97百万円 
 

※２ 特別損失のうち主要なものは

次のとおりです。 

前期損益 
修正損 

384百万円

    減損損失 3,376百万円

    関係会社株式 
    評価損 

207百万円

        販売用不動産 
        評価損 900百万円
 

※２ 特別損失のうち主要なものは

次のとおりです。 

工事損失引当 
金繰入額 

224百万円

    固定資産 
    除却損 

8百万円

借地権除却損 47百万円

    関係会社 
    精算損 79百万円

        投資有価証券 
        評価損 6百万円

        ゴルフ会員権 
        評価損 6百万円

        特別退職 
加算金 49百万円

 

※２ 特別損失のうち主要なものは

次のとおりです。 
    前期損益 
        修正損 384百万円 

    減損損失 3,376百万円 

    関係会社株式 
    評価損 

415百万円 

    販売用不動産 
    評価損 

900百万円 
 

 ３ 過去一年間の完成工事高 

   当社の完成工事高は、通常の

営業の形態として、上半期に比

べ下半期に完成する工事の割合

が大きいため、事業年度の上半

期の完成工事高と下半期の完成

工事高との間に著しい相違があ

り、上半期と下半期の業績に季

節的変動があります。 

当中間会計期間末に至る一年

間の完成工事高は次のとおりで

あります。 

３ 同左    ────── 

前事業年度 
下半期 

36,004百万円

当中間会計

期間 
33,044百万円

   計 69,048百万円
 

前事業年度 
下半期 

40,279百万円

当中間会計

期間 
30,532百万円

   計 70,812百万円
 

 

 ４ 減価償却実施額 

    有形固定資産 386百万円

    無形固定資産 20百万円
 

 ４ 減価償却実施額 

    有形固定資産 257百万円

    無形固定資産 16百万円
 

 ４ 減価償却実施額 

    有形固定資産 663百万円

    無形固定資産 38百万円
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前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※５ 減損損失 
当社は、事業用資産については
事業部別・工場別に、賃貸用資産
については個別物件毎にグルー
ピングしています。 
これらの資産グループのうち、
事業用資産の栃木工場について
は鋼材価格の高騰等による受注
環境の悪化により、ヘリ・テクノ
ロジーセンターについては市場
の低迷により投資金額の回収が
困難との判断により帳簿価額を
回収可能価額まで減額し、賃貸用
資産については、市場価格が50％
以上下落した個別物件につき帳
簿価額を回収可能価額まで減額
し、当該減少額を減損損失（3,376
百万円）として特別損失に計上し
ました。 
なお、栃木工場及びヘリ・テク
ノロジーセンターに係る資産グ
ループの回収可能価額は、使用価
値により測定しており、将来キャ
ッシュ・フローを2.5%で割り引い
て算定しています。また、賃貸用
資産の回収可能価額は、正味売却
価額により測定しており、土地及
び建物については固定資産税評
価額を合理的に調整した価額に
基づき評価しています。 
 

地域 主な用途 種類 減損損失 
(百万円) 

栃木工場 
(栃木県 
大田原市) 

鋼構造物製
作設備 

土地及び
建物等 1,498 

ヘリ・テク
ノ ロ ジ ー
センター 
( 栃 木 県
芳賀町) 

ヘリコプタ
ー 整 備 設
備・風洞実験
設備 

土地及び
建物等 1,322 

その他の 
地区 

その他８件 
土地及び
建物等 

555 

 

────── 
 
 
 

 

※５ 減損損失 
当社は、事業用資産については
事業部別・工場別に、賃貸用資産
については個別物件毎にグルー
ピングしています。 
これらの資産グループのうち、
事業用資産の栃木工場について
は鋼材価格の高騰等による受注
環境の悪化により、ヘリ・テクノ
ロジーセンターについては市場
の低迷により投資金額の回収が
困難との判断により帳簿価額を
回収可能価額まで減額し、賃貸用
資産については、市場価格が50％
以上下落した個別物件につき帳
簿価額を回収可能価額まで減額
し、当該減少額を減損損失（3,376
百万円）として特別損失に計上し
ました。 
その内訳は、建物1,166百万円、
構築物132百万円、機械装置411
百万円、土地1,531百万円及びそ
の他135百万円であります。 
なお、栃木工場及びヘリ・テク
ノロジーセンターに係る資産グ
ループの回収可能価額は、使用価
値により測定しており、将来キャ
ッシュ・フローを2.5%で割り引い
て算定しています。また、賃貸用
資産の回収可能価額は、正味売却
価額により測定しており、土地及
び建物については固定資産税評
価額を合理的に調整した価額に
基づき評価しています。 
 

地域 主な用途 種類 減損損失 
(百万円) 

栃木工場 
(栃木県 
大田原市) 

鋼構造物製
作設備 

土地及び
建物等 1,498 

ヘリ・テク
ノ ロ ジ ー
センター 
( 栃 木 県
芳賀町) 

ヘリコプタ
ー 整 備 設
備・風洞実験
設備 

土地及び
建物等 1,322 

その他の 
地区 

その他８件 
土地及び
建物等 

555 
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リース取引関係 
 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

 

取得価額
相当額 
 
(百万円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円) 

工具器具 
・備品 

125 80 44 

合計 125 80 44 

 

 

取得価額
相当額 
 
(百万円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円) 

車両運搬具 39 22 16 

工具器具 
・備品 

125 105 20 

合計 164 128 36 

 

 

取得価額
相当額 
 
(百万円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
 
(百万円) 

工具器具 
・備品 

125 93 32 

合計 125 93 32 

 

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 24百万円

１年超 20百万円

合計 44百万円

    なお、取得価額相当額及び

未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しています。 

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 19百万円

１年超 17百万円

合計 36百万円
同左 

 ② 未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 20百万円

１年超 12百万円

合計 32百万円

    なお、取得価額相当額及び

未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定し

ています。 

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額 

    支払リース料 12百万円

    減価償却費 
    相当額 

12百万円
 

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額 

    支払リース料 17百万円

    減価償却費 
    相当額 

17百万円
 

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額 

    支払リース料 24百万円

    減価償却費 
    相当額 

24百万円
 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額

法によっています。 

 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

１年内 29百万円

１年超 34百万円

合計 64百万円
 
 

２ オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

１年内 15百万円

１年超 18百万円

合計 34百万円
 

２ オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

１年内 26百万円

１年超 30百万円

合計 57百万円
 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損

失はないため、項目等の記載は省

略しています。 

（減損損失について） 

  同左 

 

（減損損失について） 

同左 
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有価証券関係 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

               前中間会計期間末 
（平成16年9月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年9月30日） 

前事業年度末 
（平成17年3月31日） 

種  類 
中間貸借 
対照表 
計上額 

時 価 差 額 
中間貸借 
対照表 
計上額 

時 価 差 額 
貸借 
対照表 
計上額 

時 価 差 額 

 (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) 

子会社 
株式 774 1,807 1,032 774 1,583 808 774 1,693 919 

合    計 774 1,807 1,032 774 1,583 808 774 1,693 919 

 
 
 
重要な後発事象 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 当社は、平成17年９月29日付で、
公正取引委員会から「私的独占の禁
止及び公正取引の確保に関する法律
（独占禁止法）」第48条第２項の規定
に基づき勧告を受け、これを応諾し
ています。これら一連の事件に対し
て国土交通省の東北・関東・北陸各
地方整備局から12ヶ月、他の地方整
備局からは8ヶ月の指名停止処分を
受けたことをはじめ、他の自治体か
らも同様の行政処分を受けるに至っ
ています。こうした状況下で、橋梁
事業は当事業年度の受注が大幅に減
少することが予想され、他の主力事
業である鉄骨事業及び建築事業の受
注増を図っていますが、翌事業年度
においては、売上高の減少及び工場
の低操業による間接費比率の上昇リ
スクが営業利益を押し下げる可能性
があります。 
また、行政処分に伴う課徴金・違
約金・罰金が当期純利益を押し下げ
る可能性があります。 
 

 平成17年5月23日に独占禁止法第
三条（不当な取引制限の禁止）違反
容疑により公正取引委員会から刑事
告発され、平成17年6月15日には当社
並びに社員1名が同容疑により東京
高等検察庁から起訴されています。
それに対しては国土交通省の東北・
関東・北陸各地方整備局から10ヶ月、
他の地方整備局からは6ヶ月の指名
停止処分を受けたことをはじめ、他
の自治体からも同様の行政処分を受
けるに至っています。こうした状況
下で、橋梁部門は翌事業年度の受注
が当初見込みよりも170億円程度減
少することが予想されます。これに
伴い翌事業年度以降においては、売
上高の減少及び工場の低操業による
間接費比率の上昇リスクが営業利益
を押し下げる可能性があります。 
 また、行政処分に伴う課徴金・違
約金・罰金が当期純利益を押し下げ
る可能性があります。 
 

 



5931川田工業㈱単体 

-48- 
                                        

７ 製品別完成工事高、受注高及び受注残高の状況      
                                                   
(1) 完 成 工 事 高 
   期 別 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度  
 自平成16年４月１日 自平成17年４月１日 自平成16年４月１日  
区 分 至平成16年９月30日 至平成17年９月30日 至平成17年３月31日  

      ﾄﾝ      百万円      %      ﾄﾝ      百万円      %       ﾄﾝ      百万円      %  

 橋  梁 15,757      9,319   28.2 19,252     11,327   37.1 36,140 22,863   31.2  
  
 鉄 骨   70,238     10,990 

  
  33.3   29,906      7,752 25.4  126,962     23,520   32.1 

 

 

 建 築       －     12,022 
  
  36.4       －     10,874 35.6       －     25,136 34.3 

 

  
 その他       －        711 

  
   2.1       －        578    1.9       －      1,804    2.4 

 

  
   計   85,995     33,044 

  
 100   49,158     30,532 

  
 100  163,102     73,324  100 

 

 
(2) 受  注  高 
   期 別 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度  
 自平成16年４月１日 自平成17年４月１日 自平成16年４月１日  
区 分 至平成16年９月30日 至平成17年９月30日 至平成17年３月31日  

       ﾄﾝ      百万円      %       ﾄﾝ        百万円      %       ﾄﾝ      百万円      %  

 橋 梁   11,711      8,123   25.2    4,295      2,680    8.4   34,354     22,247   28.5  
  
 鉄 骨   59,506     13,315 

  
  41.4   55,272     13,523   42.6  125,261     28,441   36.4 

 

  
 建 築       －      9,845 

  
  30.6       －     14,673   46.2       －     25,587   32.8 

 

  
 その他       －        891 

  
   2.8       －        893    2.8       －      1,767    2.3 

 

   
   計   71,217     32,175 

  
 100   59,567     31,771  100  159,615     78,044  100 

 

 
(3) 受 注 残 高 
   期 別 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度  
 自平成16年４月１日 自平成17年４月１日 自平成16年４月１日  
区 分 至平成16年９月30日 至平成17年９月30日 至平成17年３月31日  

       ﾄﾝ      百万円      %       ﾄﾝ      百万円      %       ﾄﾝ      百万円      %  

 橋 梁 46,974 31,877   42.3 34,277 23,811   29.0   49,234     32,458   40.1  
  
 鉄 骨   94,883     18,845 

  
  25.0  129,280     27,213   33.1  103,914     21,442   26.5 

 

 

 建 築       －     24,155 
  
  32.1       －     30,583   37.2       －     26,784 33.1 

 

  
 その他       －        442 

  
   0.6       －        540    0.7       －        226    0.3 

 

 

   計  141,857     75,320 
  
 100  163,557     82,148  100  153,148     80,910  100 

 

 
 


